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第2章「生産性革命をもたらす戦略的なインフラマネジメント」においては、生産性向上等ストッ

ク効果最大化を目指した取組み事例や、民間事業者のインフラに対する意識調査等により、インフラ
整備と民間活動との関係をより具体的に論じていく。

まず、第1節「ストック効果最大化を目指して」において、「ストック効果」発現事例のうち、主
に民間企業の経済活動等に影響を与え、生産性向上につながっている事例を紹介するとともに、イン
フラがもたらす様々なストック効果を把握するための「見える化」等の取組みや、ストック効果最大
化に向けた国土交通行政の最近の取組みを紹介する。

次に、第2節「官民連携によるインフラの効率的な整備と運用」において、PPP/PFIの活用による
新たな民間需要の創出や、インフラの効率的な整備・運用の事例を紹介するとともに、地域づくりに
役立っている事例や国土交通行政の取組みを紹介する。

さらに、民間事業者側の視点に立ったインフラ整備の方向性を検討するため、第3節「民間事業者
の意識結果と分析」において、インフラのユーザーである「民間事業者」に対する意識調査（アン
ケート調査）により、第3次産業の生産性向上、防災・災害対策、高齢化社会への対応、イノベー
ションといった各種政策課題に関する企業活動とインフラの関わりや、生産性向上等ストック効果最
大化を目指して、インフラ整備側・利用者側双方に求められること等を明らかにする。

第1節　 ストック効果最大化を目指して

	1	 ストック効果の発現事例

第1章第2節で記述したように、
インフラ整備の効果には、フロー効
果とストック効果があり、フロー効
果は、公共投資の事業自体により、
生産、雇用、消費等の経済活動が派
生的に創出され、短期的に経済全体
を拡大させる効果とされている一
方、ストック効果は、インフラが社
会資本として蓄積され、機能するこ
とで継続的に中長期的にわたり得ら
れる効果である。また、ストック効
果には、耐震性の向上や水害リスク
の低減といった「安全・安心効果」や、生活環境の改善やアメニティの向上といった「生活の質の向
上効果」のほか、移動時間の短縮等による「生産性向上効果」といった社会のベースの生産性を高め
る効果がある（図表2-1-1）。

図表2-1-1 社会資本のストック効果

社会資本の効果

生産活動の創出

雇用の誘発

所得増加による消費の拡大

生産性向上効果
・移動時間の短縮
・輸送費の低下
・貨物取扱量の増加　等

生活の質の向上効果
・生活環境の改善
・アメニティの向上　等

フロー効果

ストック効果
安全・安心効果
・耐震性の向上
・水害リスクの低減　等

資料）国土交通省

第2章 生産性革命をもたらす
戦略的なインフラマネジメント
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インフラ整備を進めることで地域経済の発展や生活環境の改善に結びつく。また、整備したインフ
ラを効果的に利用することで、その整備効果はより大きくなると言える。社会資本整備重点計画

（2015年9月閣議決定）では、インフラをその主たる目的や機能により、「成長インフラ」、「安全安
心インフラ」、「生活インフラ」の3つに分類しているが、ここではそれらが主に企業の経済活動等に
影響を与え、生産性向上に資する事例について紹介していく。

（ 1 ）成長インフラ
■ 北関東自動車道

北関東自動車道（北関東道）は、群馬県高崎市
から栃木県南部を経て茨城県ひたちなか市に至る
全長150kmの高規格幹線道路であり、2011年3
月に全線開通となった。これにより、東京方面へ
向かう南北の軸に加え、群馬県、栃木県、茨城県
間を結ぶ東西の軸が形成された。全線開通前の
2008年から開通後の2013年の栃木県から茨城
県向けの物流取引量は48.3％増加しており、東
西の交流が活発化している（図表2-1-2）。

また、IC付近を中心に工業団地の造成や企業・
物流倉庫の立地が急速に進んでいる。2014年の
企業立地件数は茨城県が全国1位、群馬県が2位、
栃木県が3位であり、立地件数の累
計値では、全国平均の2倍近い伸び
となっている（図表2-1-3）。立地
面積でも、栃木県が1位、茨城県が
2位、群馬県が7位と、3県が上位
を占めている。

このような北関東地域の経済活動
の活発化には、開通の進む首都圏中
央連絡自動車道（圏央道）も大きな
影響を与えている。栃木県宇都宮市
と成田国際空港を結ぶ高速バスは、
圏央道と北関東道を通過するルート
に変更され、約30分の時間短縮効
果と運賃の値下げ（200円程度）に
つながった。また、栃木県の観光名所である日光では、圏央道の開通効果がすぐに現れ、2015年の
紅葉シーズンに湘南や静岡等広域からの旅行者が増加した。

図表 2-1-2 栃木県発の貨物輸送量の変化
（2008 年度から 2013 年度）
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資料）国土交通省「貨物地域流動統計」より作成

図表 2-1-3 北関東 3 県と全国の企業立地件数の推移
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（注）　立地件数は、群馬・栃木・茨城の北関東 3 県の平均および全国平均の 1998 年以降
の累計値

資料）経財産業省「工場立地動向調査」（2014 年）より国土交通省作成
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北関東道の壬
み

生
ぶ

IC（栃木県）付近では、工作機械のNC（数値制御）装置で世界シェア5割のファ
ナック（株）が、約1,000億円を投資し、新工場を建設中である（2016年開業予定）。北関東道と圏
央道の開通により、山梨県富士山麓の本社及び茨城県つくば市にある工場双方へのアクセス性向上が
立地を決めた1つの理由になっている。栃木県でも、壬生ICまでのアクセス道路の4車線化等に取組
み、効果の拡大に努めている（図表2-1-4）。栃木県に立地した多くの企業が、北関東道と圏央道の
開通を立地の決め手に挙げており、北関東道と圏央道、両インフラの整備が相乗効果を発揮してい
る。

図表 2-1-4 壬生 IC 周辺とファナック（株）の壬生工場完成予想図

新工場

筑波工場

本社
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圏
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東
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資料）栃木県資料より国土交通省作成　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　  ファナック（株）

また、北関東道の開通を地域経済活発化のチャンスと捉えたのは地方公共団体だけではない。群馬
県の（株）群馬銀行、栃木県の（株）足利銀行、茨城県の（株）常陽銀行の3行は、食と農の展示商
談会「アグリフードフェスタ2015in宇都宮」を共同開催し、東西を軸とした企業間の交流を促進し
ている。（株）足利銀行の調査によると地元企業の中でも、時間短縮や商圏の拡大が図れるなど、開
通による経済効果を実感している企業は多い（図表2-1-5、図表2-1-6）。

図表2-1-6
北関東道全線開通による具体的な
プラスの影響

（複数回答、N ＝ 443）
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資料）（株）足利銀行「全線開通から2年　北関東自動車道に関する調査」

図表2-1-5
北関東道全線開通による自社の経
営への影響

（N ＝ 1,116）

プラスの影響を大いに受けた プラスの影響をやや受けた
影響はない マイナスの影響をやや受けた
マイナスの影響を大いに受けた

0
10.8 33.6 52.8 2.8

54.536.0

26.9 68.9

47.639.611.3

9.2 27.7 60.0

80.318.1

27.6 72.4

2.8 0.4

1.4

3.1

0.5

栃木県央

栃木県南

栃木県北

群馬県

茨城県

埼玉県

その他

20 40 60 80 100（％）

6.3

4.2

1.1

（注）　2013 年 1 月中旬～2 月上旬に実施。調査対象企業は足利銀行の
営業地域（栃木県、群馬県、茨城県、埼玉県他）の企業 1,888 
社（有効回答企業数 1,121 社、回答率 59.4％）。

資料）（株）足利銀行「全線開通から2年　北関東自動車道に関する調査」
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以上のように、北関東自動車道の整備効果は多岐に渡っており、今後も地方公共団体や地域金融機
関等によるインフラを利用した地域経済活性化の取組みにより、その整備効果の拡大が期待される。

■ 北海道新幹線
2016年3月26日に北海道新幹線（新青森・新

函館北斗間）が開業し、東京・函館間が約4時間
で移動できることとなった。（株）日本政策投資
銀行は、開業による経済効果を年間約136億円

（2014年10月発表）と試算しており、観光やビ
ジネスによる直接効果や波及効果が期待される。
また、北海道と青森県を結ぶ青函トンネル（1988
年3月供用開始）は、将来的に新幹線が通ること
を想定し、新幹線規格にて整備されたものであ
り、今回の北海道新幹線開通により、その整備効
果が十分に発揮される。

開業に向けて、函館方面、札幌方面を中心に二
次交通の整備が進められた。新駅となる新函館北斗駅から観光の中心である函館駅（在来線）への移
動をスムーズにするため、両駅を接続するシャトル便「はこだてライナー」を整備し、札幌方面へ向
かう特急は全列車が新函館北斗駅に乗り入れを行うこととなった。また、「道南いさりび鉄道」（五稜
郭～木古内）を開業し、観光列車の導入等を検討している（図表2-1-8）。

図表 2-1-8 北海道新幹線開業に向けた鉄道ネットワーク

函館

江差

登別

苫小牧

札幌

小樽

倶知安

洞爺
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新千歳空港

長万部

森

五稜郭駅

鹿部

北海道新幹線

【JR 北海道】
  アクセス列車「はこだてライナー」の運行
  ・基本 3 両編成で 16 往復設定し、全ての新幹線と
     接続。
  ・開業時など極端に混雑する場合の対応として、
     ホームの 6 両化を実施。

【JR北海道】
  特急列車の利便性向上（スーパー北斗、北斗）
  ・12往復体系とし、すべて新函館北斗駅に停車。
     「スーパー北斗1号」と「スーパー北斗24号」
     の2本を除く11往復が新幹線と接続。
  ・新幹線と在来線特急を新函館北斗駅で乗り継
     いで利用する場合、乗継割引が適用。

新函館北斗駅

木古内駅

【道南いさりび鉄道】
  江差線（五稜郭・木古内間）の運行
  ・全列車のJR函館駅への乗り入れや新幹線・
     特急列車との乗継利便性確保などを実施。
  ・食、観光、文化など道南の地域資源をPR
     する列車を整備。

資料）北海道

図表 2-1-7 青函トンネルを抜ける北海道新幹線

資料）（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構
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函館と周辺地域内や札幌方面を結ぶアクセス道路の整備では、沿線の景観整備や「道の駅」を設置
し、旅行者が周遊しやすい環境を整えている。北海道や経済界等で構成される「北海道新幹線開業戦
略推進会議」が実施した「北海道新幹線開業後の2次交通動態調査」（2014年9月）でも、道外客の
50％以上がレンタカーやバス等で移動することが分かっており、利用者の動線を意識した整備が進
められている。

また、青森県でも、本州最北端の新幹線駅となる「奥津軽いまべつ駅」が整備された。駅に隣接す
る道の駅も利用者の移動拠点として拡張・改修され、2015年4月にリニューアルオープンし、改修
前は年間利用者が年間2万人程度だったのに対し、改修後は約半年で8万人程度が訪れた。

こうしたハード面の整備のほか、北海道と東北
の交流促進の取組みも活発化している。各旅行会
社は、途中下車が可能な鉄道の利点を活かし、北
海道新幹線を利用した北海道と東北を周遊するツ
アーを新しく企画している。また、地元の商工会
議所や金融機関の協力により、観光と食を中心と
した企業間の交流が進められている。北海道の

（株）北洋銀行と青森県の（株）青森銀行は、
2014年5月に青函地域の企業に対し成長資金の
供給や経営支援を行う官民連携ファンドとして

「青函活性化ファンド」を設立し、北海道、青森
県両地域の食材を使った新商品の開発等が行われ
ている（図表2-1-9）。

北海道新幹線開業には、観光面への経済効果も期待され、官民が一体となり地域の魅力の磨き上げ
や、国内外への情報発信を進めている。また、北海道と東北が大きな交流圏を形成することで、経済
活動の活発化や地域の魅力向上につなげていくことが重要である。札幌延伸について、2030年度末
の完成・開業を目指す注36こととされており、新幹線の開業効果が最大限発揮され、北海道全域に波
及することが期待される。

注36	「整備新幹線の取扱いについて」（2015年1月14日政府・与党申合せ）によれば、「新函館北－札幌間完成・開業時期
を平成47年度から5年前倒しし、平成42年度末の完成・開業を目指す。」とされている。

図表 2-1-9 青函連携企画商品の「函館ロール」

資料）北海道
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コラム Column
北海道開発局と（株）北洋銀行は、北海道地方の活性化を目的として、2014 年 11 月に連携

協力協定を締結しています。行政と地域金融機関、各々が持つ強みを活かし、北海道の観光振

興・地域振興を進める狙いです。取組みの中には、インフラのストック効果拡大に寄与するも

のや、インフラへの地域理解を深めるものもあり、地域金融機関は新たなストック効果発現に

向けた連携先とも言えるかもしれません。主な取組内容について紹介します。

①道の駅魅力アップセミナー
地方創生等の課題解決に向けて、国立研究開発

法人土木研究所寒地土木研究所とも連携して道の

駅の活性化を考える地方公共団体を支援する取組

みです。2015年8月に開催された第1回目セミナー

では、（株）北洋銀行の呼びかけにより集まった

民間事業者と地方公共団体、関係官庁で道の駅の

課題等が議論されました。また、道の駅の活性化

に協力する民間事業者を、地方公共団体へ紹介す

るなどの取組みが行われています（図表2-1-10）。

②旭川 PPP/PFI セミナー
2015 年 3 月に北海道開発局旭川開発建設部、（株）北洋銀行、旭川商工会議所の主催で、民間

提案型 PPP/PFI 事業を進めるための PPP/PFI セミナーを開催しています。PFI 事業を運営中の代

表企業から事業紹介・経験談をうかがった後、民間企業から見た PPP/PFI 事業と民間提案制度、

管内における事業の可能性等について、討論が行われました。

③インフラストック効果のパネル展
地域住民の方に、広くインフラの整備効果を知っていただくため、（株）北洋銀行の本店・各

支店を活用したパネル展を行っています。

図表 2-1-10　道の駅魅力アップセミナーの様子

資料）国立研究開発法人土木研究所　寒地土木研究所

ストック効果発現に向けた行政と地域金融機関の連携
～北海道開発局と（株）北洋銀行～

■ 東九州自動車道・中津港・細島港
東九州自動車道は、福岡県北九州市を起点とし、福岡、大分、宮崎、鹿児島の各県を通過し、鹿児

島県鹿児島市に至る全長約436kmの高規格道路である。一部区間を除き供用が開始され、沿線の海、
空の交通拠点や北九州市や大分市といった商工業都市等を結び、九州縦貫自動車道、九州横断自動車
道とともに九州の一体的なネットワークを形成している。
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・大分県中津港
九州北部では、自動車産業の一大

拠点化が進んでおり、その一役を担
う大分県中津港では、港湾整備とア
クセス道路の整備が進められた。
1999年に中津港が重要港湾に指定
されて以降、岸壁の整備等による物
流拠点化が進められ、2004年より
供用が開始された。同時に、中津港
と東九州自動車道を結ぶ中津日田道
路の整備も進められた（図表2-1-
11）。

港を中心とした交通インフラの整
備が行われたことで、ダイハツ九州

（株）が中津港に工場を建設し、
2004年には本社を移転、生産も開
始した。自動車関連産業の集積も進
み、2003年から2014年にかけて、
中津港の貨物量は約8倍、旧中津市
の世帯数は約1.2倍に増加するなど、
大きな経済効果をもたらしている

（図表2-1-12）。また、大分県及び
中津港の周辺都市は、集積企業への
人材供給や定住促進のため、人材育
成の支援や子育て支援等生活環境の
整備にも取り組んでいる。

2015年3月には、東九州自動車
道（豊前IC～宇佐IC）が開通し、中
津日田道路（中津港～東九州自動車
道）が直結しており、今後も九州の
自動車産業の拠点としてますますの
発展が期待される。

・宮崎県細島港及び各主要港
九州の山間部には膨大な森林資源

が存在しており、近年の東アジアの木材需要の増加や円高傾向の是正等により木材価格が上昇し、木
材を輸出する新規ビジネスが始まっている。このような背景のもと、細島港をはじめとする九州の港
湾では東アジア諸国への木材の輸出が急増し、林業の再生、地域の雇用の維持・創出につながってい
る。

宮崎県の細島港では、2014年12月に国内大手製材企業である中国木材㈱が事業拡大のため進出

図表2-1-11 中津 IC・中津港付近

中
津

日
田

道
路

20
15

.3
 直

結

重要港湾中津港・1999.  6 中津港重要港湾指定
・2004.12 ダイハツ九州操業開始
・2007.11 ダイハツ九州第 2 工場操業開始

中津市
定留

犬丸
伊藤田

三光下株
宇佐市

宇佐

豊後高田市

進出企業（2003 ～）
院内

安心院

中津

田口

青の洞門・羅漢寺

本耶馬渓

至 日田市・大分自動車道

東九州自動車道

（豊前IC ～宇佐IC）
2015.3開通

宇佐別府道路

（宇佐IC ～大分自動車道）

1994開通

ダイハツ九州

中
津

港
～

東
九

州
自

動
車

道

資料）大分県

図表2-1-12 中津港の貨物量と旧中津市の世帯数

27,000

28,000

29,000

30,000

31,000

32,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

貨物量 世帯数

貨物量（千トン） 世帯数（数）

（年）

貨物量が
約８倍に！

世帯数が
約1.2倍に！

資料）大分県
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し、国内各地へ製材の移出を開始した。この背景には、木材の供給地に近接した細島港に工場を建設
することで物流コストの低減が図られることや工場用地を港内に確保可能であったこと、将来は製品
の輸出も可能であること、東九州自動車道等高速道路の整備も進展し、企業が進出する環境が整って
いたことが挙げられる。

中国木材㈱は、宮崎県産の木材を活用して製
材、加工、バイオマス発電を一括した事業を展開
しており、設備投資の総額は400億円、新規雇
用者は300名を見込んでいるほか、林業従事者
等の関連産業を含めると地域の雇用に大きな力を
発揮している（図表2-1-13、図表2-1-14）。

図表 2-1-14 九州主要港の木材輸出の推移

（m³）

（年）

203,453

53,568

77,836
58,912

24,431

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

37,360

細島志布志 八代
佐伯 大分 伊万里

木材輸出が急激に増加
（全国の木材輸出量の7割強を
九州港湾が占める）

資料）財務省「貿易統計」より国土交通省作成

図表 2-1-13 宮崎県木材産業における主要インフラと中国木材（株）日向工場

民有林

延岡市

東九州自動車道
（延岡～宮崎 2014.3 開通）

九州縦貫自動車道
宮崎線

日向市細島港
（2014 岸壁新設完了）

①製材棟加工養生棟
中温乾燥機

高温乾燥機

専用バース 天乾場 1

大径木製材

未利用製材

選木機

原木エリア

天乾場 2公共バース

バイオマス
燃料倉庫

製品倉庫

集成材棟予定地
（約30,000坪）

バイオマス
発電設備

都城志布志道路

志布志港

海外へ

：周辺の木材供給基地
  （林産物流センター）

資料）国土交通省 資料）中国木材（株）ウェブサイト

日向市

宮崎市

東九州自動車道

：東九州道沿線で木材加工業者
   が集積している地域

海外へ

②③

⑥

④
⑤

⑤
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・九州と四国の広域連携
観光面では、東九州自動車道の整備により、九州・四国間の交流が活発化している。ツアー会社は

宮崎や鹿児島から愛媛県への観光プランを追加し、西日本高速道路（株）はフェリー利用者への大
分・宮崎内の高速道路乗り放題プランを企画している（図表2-1-15）。

図表 2-1-15 西日本高速道路（株）ドライブパス

資料）西日本高速道路（株）

こうした取組みもあり、2015年のゴールデン
ウィーク期間中の愛媛・大分間のフェリー乗用車
利用台数は前年比で約2割増加した（図表2-1-
16）。四国側の入り口となる愛媛県の八幡浜港で
は、2013年4月に道の駅・みなとオアシス「八
幡浜みなっと」が開業し、多数の利用者が訪れて
いる。また、八幡浜港から四国内へのアクセス道
路となる大洲・八幡浜自動車道の整備や、京阪神
に抜ける四国縦貫自動車道等の機能強化が進めら
れることによって、今後、観光や物流面において
九州～四国～京阪神を結ぶ広域なルート形成も見
込まれる。

以上のように、東九州自動車道の整備は、アジアに近いという九州の立地優位性を高め、九州地方
の経済活性化や、国内企業の国際競争力の強化に寄与している。また、九州から四国や関西、関東と
いった国内各地への交通網が整備されることで、観光や物流等において広域的な交流が進むことが期
待される。

図表 2-1-16 大 型 連 休 期 間 中 の 愛 媛 ～ 大 分間
フェリー3 航路の乗用車台数

（注）　調査期間は2014年と2015年の4月29日～ 5月6日の8日間。
資料）国土交通省「各航路事業者ヒアリング調査結果」

2014 2015 （年）

15,849

18,729約2割増加単位：台
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■ 仙台塩釜港・大衡 IC
宮城県大

おお

衡
ひら

村付近は、東北自動車道が縦貫し、東北地方最大の仙台塩釜港へ30kmの地の利があり、
また宮城県による大衡IC設置により、交通利便性が高まったこと等もあり、自動車メーカーを中心
に同地域への企業の投資が行われた。セントラル自動車（株）（現トヨタ自動車東日本（株））は、小
型車の国内生産拠点として同地域に立地を決定した注37。併せて仙台塩釜港では、輸送船の大型化に対
応した岸壁の整備（水深7.5→9メートル）等を行い、自動車の取扱能力の強化等、効率的な物流を
後押ししている（図表2-1-17）。

図表 2-1-17 仙台塩釜港と大衡 IC 周辺

2013 年 岸壁、航路・泊地
（水深 7.5m→9m）供用

自動車組立工場

宮城県大衡村
自動車組立工場

（2011 年 1 月 稼働）
▼投資額：約 500 億円
▼雇用増：約 400 人

宮城県大和町エンジン工場
（2012 年 12 月 稼働）

▼投資額：約 300 億円
▼雇用増：約 500 人

大衡 IC

仙台塩釜港
2010 年 岸壁

（水深 7.5m→9m）暫定供用

資料）国土交通省

こうしたインフラ整備の効果もあり、同地域の
自動車の生産量は増加しており、2011年3月に
発生した東日本大震災では、仙台塩釜港の早期利
用を再開することで、諸企業の生産活動の早期回
復を後押しし、2012年には仙台塩釜港の完成自
動車移出取扱量は大幅に増加した（図表 2-1-
18）。

現在、トヨタ自動車東日本（株）の本社機能も
大衡村に移転され、関連企業も集積することで、
多くの雇用増加をもたらすとともに、企業内訓練
校も設置され、地域活性化の大きな原動力となっ
ている。

注37	東北自動車道の東西に新設する同社の工場中央に、ICが位置し、また搬入時の時間調整のため、IC近接にトラックの
待機スペースが整備された。

図表 2-1-18 仙台塩釜港の完成自動車移出取扱量

2014

523545569

332316
241

600

400

200

0
2009 2010 2011 2012 2013 （年）

（万トン）

岸壁、航路・泊地供用
（2013.2）

岸壁暫定供用
（2010.11）

資料）国土交通省
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■ 日本海沿岸東北自動車道・京浜港
日本海沿岸東北自動車（日沿道）は新潟県、山

形県、秋田県、青森県を結ぶ延長約322kmの高
規格幹線道路である。1987年に予定路線が告示
され、新潟県内では2002年以降順次開通が進め
られている。こうした道路整備の進展を見越し、
1990年に航空機内装品の世界トップメーカーで
ある（株）ジャムコが新潟県村上市で新工場の操
業を開始した（（株）新潟ジャムコ）。（株）新潟
ジャムコでは、山形県や秋田県から部品を調達し
て組み立てを行い、京浜港へ輸送し、海外の航空
機メーカーへ出荷している（図表2-1-19）。順次
開通する日沿道を活用して事業を拡大し、ジャム
コグループで世界シェアの30％を占めるギャ
レー（厨房施設）は70％を（株）新潟ジャムコ
で取り扱っている。ラバトリー（化粧施設）につ
いては世界シェアの50％全てを（株）新潟ジャ
ムコで取り扱っている。

好調な業績や、今後の需要の見通しを踏まえ、
2013年～2014年に地元から新たに250名を採
用し、地元採用の社員は総計550名となってお
り、村上市では有効求人倍率が新潟県平均の約2
倍の水準になるなど、地域の雇用創出にも貢献し
ている（図表2-1-20）。また、2016年2月には
村上市で第二工場の操業を開始した。

現在、未開通区間（ミッシングリンク）となっ
ている朝日まほろばIC（新潟県）～あつみ温泉
IC（山形県）（朝日温

あつ

海
み

道路）の整備が進められ
ており、同路線の開通により交通利便性が向上
し、沿線地域の活性化につながることが期待される（図表2-1-21）。

さらに、日沿道開通は防災面の効果も期待される。新潟県・山形県の主要幹線道路である国道7号
は、大雨による土砂崩れや越波等の災害、交通事故による通行止めが発生しており、2006年7月の
土砂崩れでは42時間全面通行止めとなった。日沿道の整備により代替網が確保されることで、道路
ネットワークの寸断が回避され（リダンダンシーの確保）、物資輸送や住民生活等の安全安心につな
がる。

図表 2-1-19 （株）新潟ジャムコの生産拠点と輸
送ルート

N

京浜港

順次開通（2002、2009、2010、2011）

海外の航空機
メーカーへ納入

日沿道予定路線告示（1987）

：高速道路網

進出拠点
（新潟県村上市）

（2013年～事業中）

②組み立て

③製品輸送

①部品調達
（山形・秋田より）

資料）国土交通省

図表 2-1-20 村上市と新潟県の有効求人倍率の
推移

1.60
1.29 1.23 1.24

1.40 1.62

1.81 1.63 2.05 2.06
2.50

2.94

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

2008 2009 2010 2011 2012 2013

新潟県

村上市

（年）

（倍）

資料）ハローワーク村上「雇用統計情報」より国土交通省作成
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図表 2-1-21 整備が進められている朝日温海道路

資料）国土交通省

■ 徳山下松港
徳山下

くだ

松
まつ

港（下松第二公共埠頭）は、（株）日
立製作所笠戸事業所近傍に位置している（図表
2-1-22）が、徳山下松港整備前は、港湾の設備
的制約から大型船の接岸が不可能で、同事業所製
作の英国向け鉄道車両の海上輸送には使用されて
いなかった。当時の輸送形態は、同事業所岸壁か
ら艀

はしけ

にて神戸港まで輸送した後、大型船へ積み替
えて英国へ輸送するというものだった。

そこで、徳山下松港において大型船接岸を可能
とするため、係

けい

船
せん

柱
ちゅう

や防
ぼう

舷
げん

材
ざい

の追加整備を実施し
た（2015年7月完了）（図表2-1-23）。このこと
で、同事業所で製作された鉄道車両は、徳山下松港（下松第二公共埠頭）へ約4km陸上搬送された
後、大型船へ積み込まれ、（他の輸出品の相積みのため）名古屋・横浜港を経由して英国へ出荷され
ている。さらに、埠頭用地のアスファルト舗装も実施され、出荷前の鉄道車両の一時保管が可能とな
り利便性を高めている（図表2-1-24）。

以上の整備により、英国への輸送日数が53日から45日へ8日間短縮され、輸送コストにして約2
割の削減が可能となる見通しである。

本事例は、民間事業者の意見も反映し、比較的小規模な整備費用でストック効果を発現させた好例
と言える。

図表 2-1-22 徳山下松港と笠戸事業所

笠戸島

日立製作所
笠戸事業所

下松地区第二公共埠頭

資料）国土交通省
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図表 2-1-23 整備された係船柱（右）
（左は既設の係船柱）

資料）国土交通省

図表 2-1-24 舗装された埠頭用地

資料）国土交通省

■ 東名高速道路　海老名ジャンクション
東名高速道路から圏央道北側に向かうランプウェイ（外回り方向のランプウェイ）では、平日は朝

夕の通勤時間帯に、休日は夕方の時間帯において、東名高速道路から圏央道北側に向かう合流部分で
渋滞が発生していた。中日本高速道路（株）は、こうした渋滞緩和にあたり、既存の道路幅員の中
で、車線幅や路肩幅を狭めて暫定的に2車線での運用を2015年10月30日より開始している（図表
2-1-25）。

図表 2-1-25 東名高速道路　海老名ジャンクションの整備概要

■運用開始前

東名上り線⇒圏央道（Fランプ）

東名上り線⇒圏央道（Fランプ）

東名下り線⇒圏央道（Dランプ）

東名下り線⇒圏央道（Dランプ）

八王子方面

ランプ車線：1車線⇒2車線

■運用開始後

圏央道本線（外回り）茅ヶ崎方面

八王子方面

圏央道本線（外回り）茅ヶ崎方面

本線車線（一部）：2車線⇒1車線

資料）中日本高速道路（株）
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対策を実施した外回り方向のラン
プウェイでは渋滞が解消しており

（図表2-1-26）、整備費用を抑えな
がら、ピンポイントで整備を行うこ
とで、交通ネットワークの整備効果
を最大限発揮し、利用者の定時制や
安全性確保につながっている。

（ 2 ）安全安心インフラ
■ 首都圏外郭放水路

埼玉県東部に位置する春日部市
は、中川や利根川、江戸川、荒川に
囲まれ、市域を多数の河川が流れて
いる。海抜も低く、水のたまりやす
い地形であったことから、台風や大
雨が発生すると広い地域で冠水が生
じていた。

これらの問題を解決するため、春
日部市を東西に横断する国道16号
の地下に首都圏外郭放水路が建設さ
れ、2006年に完成している（図表
2-1-27）。

同放水路は、増水した河川の水を取り込み、地
下の放水路を通じて江戸川に排出する仕組みと
なっており、2002年の部分通水以降、稼働数は
2014年度までで累計100回超、年平均で7回以
上稼働している（図表2-1-28）。供用に伴い、春
日部市を含む中川・綾瀬川流域の水害の発生状況
は大きく減少し、浸水戸数は1990年からの10
年間には約35,000戸だったが、整備後の2000
年からの10年間では5,745戸となった。

また、2015年9月の関東・東北豪雨では、同
放水路の通水開始以来最大の流入量を記録した。
これにより、1986年8月の洪水と比較すると、

図表 2-1-26 整備前と整備後の渋滞状況の変化
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回
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（
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り
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（注）　1　�運用開始前：2015 年 10 月 16 日（金）～10 月 25 日（日）、運用開始後：2015 年
10 月 31 日（土）～11 月 9 日（月）

　　　2　�外回り方向のランプウェイ交通量は運用開始前：約 2 万 3 千台 / 日、運用開始
後：約 2 万 6 千台 / 日

　　　3　�渋滞：時速 40km 以下で低速走行あるいは停止発進を繰り返す車列が、1km 以
上かつ 15 分以上継続した状態

資料）中日本高速道路（株）

図表2-1-27 首都圏外郭放水路のイメージ図
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資料）国土交通省

図表2-1-28 首都圏外郭放水路の稼働状況
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雨量は約1.1倍だったのに対し、中川・綾瀬川流域の浸水戸数は16,874戸から1,849戸となり、約9
割減少した（図表2-1-29、図表2-1-30）。

図表2-1-29 最大 24 時間降水量の比較（越谷観
測所）
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218 238

250
（mm）
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0
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2015年9月
台風18号

資料）国土交通省

図表2-1-30 中川・綾瀬川流域の浸水戸数の比
較
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資料）水害統計、埼玉県公表資料より国土交通省作成

水害リスクが低下したこと等により、春日部市
は2003年に国道16号と国道4号が交差する庄
和IC付近を産業指定区域に定め、企業誘致を進
めた。もともと春日部市は交通利便性の高い地域
であったことから、物流倉庫、ショッピングセン
ター等を運営する29社が進出し、約3,000名超
の雇用が創出されている（図表2-1-31）。

また、調圧水槽はその風貌から「地下のパルテ
ノン神殿」と評され、多数の見学者が訪れ、観光
地や映画、テレビ番組のロケ地としても人気が出
ていることから、国、市、市民団体等による地域
振興につながるイベント等も企画されている（図
表2-1-32）。

こうしたハード面の整備とともに、春日部市で
は、ソフト面の対策にも取り組んでいる。毎年江
戸川右岸に位置する周辺地域と、江戸川の氾濫や
その他の水害に備え、水防体制の整備や水防工法
の実施を行っている。また、2015年12月に、

「地震編」、「洪水編」、「総合編」からなる災害ハ
ザードマップを作成しており、地域の防災意識の
向上に努めている。

以上のように、首都圏外郭放水路は水害リスク
の低下に大きな効果を発揮することで、地域経済
の発展にも寄与している。

図表2-1-31 春日部市産業指定区域内の企業の
立地状況
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図表 2-1-32 首都圏外郭放水路の調圧水槽

資料）国土交通省
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■ 富士山砂防事業
富士山南西麓にある富士宮市と富士市では、大

沢崩れ注38からの土砂流出等による土砂災害が頻
発しており、土地利用が困難となっていた。

1969年より直轄砂防事業が開始され、大沢川
遊砂地をはじめ77施設が整備された（図表2-1-
33）こと等により、大雨による土砂災害が未然
に防止されており、2000年に観測史上最大の約
28万m3 の土石流が大沢川を流下した際も、砂防
施設が土砂を捕捉したほか、直近では2015年4
月に発生した土石流が本施設にせき止められ、周
辺地域への被害はなかった。

土砂災害の減少に伴い工場団地の造成が進み、
企業立地が促進された。富士宮市富士山西麓にお
ける進出企業は、1986年の2社から、現在では
40社に迫っている。

また、観光面では、1989年には50万人程度
だった観光客が右肩上がりで増加し、2013年に
は4倍強の増加となる200万人超となった（図表
2-1-34）。もともと同地域は、富士山の眺めも良
く、豊かな自然にも恵まれていたことから、整備
の進展は観光資源を活かした地域活性化につな
がっている。

また、中部地方整備局富士砂防事務所では、静
岡県等地方公共団体とも協力し、大沢崩れの見学
会の開催や、市民イベント等への出展を行い、地
域住民の防災意識の向上と、土砂災害に対する理
解を深める取組みを行っている。

（ 3 ）生活インフラ
■ 品川シーズンテラス

品川シーズンテラスは、2015年5月に品川地区に開業した業務商業施設を中心とする商業施設で
ある。施設が立地する品川地区は、整備済みの東海道新幹線品川駅のほか、リニア中央新幹線の始発
駅及び品川 ‐ 田町間に設置が決定したJR線新駅等が整備予定であり、今後大きな発展が望まれる地
域と言える。

品川シーズンテラスは、環境に配慮した大型複合ビルであることや強い防災機能（免震機構、非常
用発電機の配備、災害時帰宅困難者の受け入れ等）等多数の特筆すべき点を持っている。今回注目し
たいのは、下水道施設更新に伴ってその上部空間を一体開発した点である。

注38	富士山の山体の真西面側にある大沢川の大規模な侵食谷のこと。最大幅500m、深さ150m、頂上の火口直下から標
高2,200m付近まで達する。

図表2-1-33 大沢扇状地周辺図
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資料）国土交通省

図表2-1-34 富士宮市富士山西麓の観光客の推移
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一般的には、「都市計画法」上の都市施設（道路、河川、公園、下水道施設等）の敷地内では、建
築可能な施設は制限されており、業務商業ビル等は整備できない。今回ビルを建設した場所には、も
ともと降雨初期の特に汚れた下水を貯留する雨天時貯留池の整備が計画されていたが、「都市計画法」
の立体都市計画制度を適用することで、下水道施設上部空間への業務商業ビル（品川シーズンテラ
ス）の建設が可能となり、土地空間の有効活用につながった（図表2-1-35）。

図表 2-1-35 品川シーズンテラスの整備前と整備後

資料）NTT 都市開発（株）

整備費用の面では、品川シーズンテラスのビル
地上部の建設費用は全額民間事業者によって負担
されており、下水道施設を運用する東京都の費用
負担はない。さらに、民間事業者から東京都へ支
払われる土地借地費用は下水道事業の安定的な経
営にも寄与する見込みである。

エネルギー利用面の工夫についても、下水道施
設上の施設であることを最大限利用し、下水処理
場の処理水からの採熱や、トイレ洗浄水に下水再
生水を利用するなどの取組みが実施されている

（図表2-1-36）。

図表2-1-36 上部ビルと雨天時貯留池の関係

資料）国土交通省
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■ 京都丹後鉄道
京都丹後鉄道は、京都府北部の丹

波、丹後地域と兵庫県北東部の但馬
地域を走る鉄道であり、長年「北近
畿タンゴ鉄道」の名称で親しまれ、
地域を結ぶ公共交通として中心的な
役 割 を 果 た し て い た（ 図 表 2-1-
37）。

しかし、少子高齢化やモータリ
ゼーションの進展、レジャーの多様
化、産業の空洞化等により利用者数
と運輸収入がともに減少し、2013
年の利用者数はピーク時（1993年）
の約3分の2になるなど、経営環境
が大きく悪化していたことから、沿
線 地 方 公 共 団 体 の 2 府 県 と 5 市 2
町注39が中心となり、周辺地域と鉄
道が一体となった地域活性化を目指
し、鉄道事業の再構築が決定され
た。

2015年4月より名称を京都丹後
鉄道に変え、北近畿タンゴ鉄道（株）（第三セク
ター）が鉄道施設を所有したまま、運行事業を民
間事業者のWILLER TRAINS（株）が引き継ぐ上
下 分 離 方 式 が 導 入 さ れ た（ 図 表 2-1-38）。
WILLER TRAINS（株）は高速バス事業・旅行業
等を営むWILLER ALLIANCE（株）の子会社であ
り、同グループの経営ノウハウを活かした運営が
期待される。

WILLER TRAINS（株）の経営方針では、交通
網の整備とまちづくりの連携が目標とされてい
る。利便性の高い交通網の整備を目指し、バスや観光船等の運行会社と連携し、乗り継ぎに配慮した
ダイヤの設定や共通フリーパスを作成するとともに、地方公共団体と協力し、エリアマップや地元の
飲食店のクーポン券とセットになった市町民向けの時刻表を配布し、利用促進を図っている。

また、地域内の交流を活発化するため、日本三景の天橋立において開業イベント「大丹鉄まつり」
を2015年5月に開催した。イベント会場には、鉄道を利用して訪れた人も多く、乗車人数は7,128
名と、前年同曜日比約200％となるとともに、周辺商店街等へも多くの人が訪れ、経済効果が波及し
た。

注39	兵庫県、京都府、兵庫県豊岡市、京都府福知山市・舞鶴市・宮津市・京丹後市・伊根町・与謝野町

図表 2-1-37 京都丹後鉄道路線図

資料）WILLER TRAINS（株）

図表 2-1-38 京都丹後鉄道の上下分離方式
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近年、日本海側の入り口である京都舞鶴港からは多くの外国人観光客が訪れており、沿線地域では
「海の京都」観光圏としてインバウンド観光の振興にも力を入れている。京都丹後鉄道でもインバウ
ンド観光の拡大に向け、外国人観光客向けの1日乗車券の発売や、駅看板に外国人の方でも分かるよ
う駅記号の記載や車内アナウンスの多言語化を行った。今後は観光客の動線を意識した鉄道ダイヤの
見直しや、新規の乗車プラン等の企画や情報発信により、更なる地域内外の交流促進が見込まれる。

本件は、民間事業者が経営に参入し、既存の鉄道事業の再生に取り組んでいる事例であり、今後も
地域が一体となり、地域公共交通の安定した運営と、地域の活性化が期待される。

図表 2-1-39 観光列車「丹後くろまつ号」

資料）WILLER TRAINS（株）

	2	 ストック効果の「見える化」

1では、ストック効果が企業の生産活動や地域経済にも貢献している例を見てきたが、その効果を
最大化するためには、民間側にその効果に着目してもらい、最大限有効活用してもらうことが重要で
ある。ここでは、インフラのもたらす多様なストック効果を民間事業者や国民などインフラ利用者に
分かりやすく示すため、ビッグデータや利用者等へのアンケート調査等を活用することで客観的に把
握し、公表している事例について紹介する。

■ 京都縦貫自動車道の例～ビッグデータの利用～
近畿地方整備局は、携帯情報から

得られる位置情報というビッグデー
タを活用し、2015年7月の京都縦
貫自動車道開通による京都府北部地
域の各観光地の訪問者数の分析を
行った。「どこにどれだけの方が訪
れていたのか」を詳細に把握分析す
ることができ、各観光地で訪問者の
数が増加していることが分かった

（図表2-1-40、図表2-1-41）。

図表 2-1-40 分析対象エリア

資料）国土交通省

兵　　 　  庫

京　　 　  都

若　   狭　　湾
敦
賀
湾
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■ 中国横断自動車道（尾道松江線）の例～アンケートの活用～
中国地方整備局は、中国横断自動車道の尾道松江線開通の影響を、事業所アンケート注41、道路利用

者アンケート注42等により調査した。全線開通注43前の調査であったが、既に尾道松江線の開通が地域
の事業活動に貢献していることや、旅行に行く機会の増加等、観光振興につながっていることがわか
り、多様な観点から整備効果を捕捉することができた（図表2-1-42）。

注40	「混雑統計Ⓡ」データは、（株）NTTドコモが提供する「ドコモ地図ナビ」サービスのオートGPS機能利用者より、許
諾を得た上で送信される携帯電話の位置情報を、（株）NTTドコモが総体的かつ統計的に加工を行ったデータ。位置情報
は、最短５分ごとに測位されるGPSデータ（緯度経度情報）であり、性別・年齢等の個人を特定する情報は含まれない。

注41	 2014年11月21日～2014年12月15日の期間に、島根県、広島県の事業所1,118件を対象に実施。郵送配布・郵送回
収とし、228件回収（回収率20.4％）。

注42	 2014年10月12日～2014年10月26日の期間に、島根県、広島県の21箇所の観光施設の訪問者を対象に実施。手渡
し配布・郵送回収とし、7,261名より回収。

注43	全線開通は2015年3月22日。

図表 2-1-41 京都縦貫道開通後の訪問者数、宿泊者数（休日）

■開通前

■開通前

□開通後

□開通後

各観光地などで訪問者の方が増加！

開通前

・訪問箇所4カ所以上の訪問者数

20
（万人）

（万人）
25

20

15

10

5

0

15

10

5

0

3泊以上

約14万人

約20万人

約7.7万人

約3万人増！

約4.7万人 約7.7万人

約3万人増！

約4.7万人

2泊 1泊
開通後

開通前 開通後

約3割
増加
！

約4割
増加
！

国道利用 京都縦貫 鉄道
JR小浜線 JR舞鶴線 その他

開通前

・宿泊者数

20
（万人）

（万人）
25

20

15

10

5

0

15

10

5

0

3泊以上

約14万人

約20万人

約7.7万人

約3万人増！

約4.7万人 約7.7万人

約3万人増！

約4.7万人

2泊 1泊
開通後

開通前 開通後

約3割
増加
！

約4割
増加
！

国道利用 京都縦貫 鉄道
JR小浜線 JR舞鶴線 その他

・訪問箇所4カ所以上の訪問者数

・宿泊者数

（注）　1　利用者数は「混雑統計Ⓡ」のデータによる推定値であり、他の公表値等とは一致しない
　　　2　データ分析は、位置情報の集計により、道路利用状況、京都府北部 5 市町村訪問状況を推定
　　　3　訪問箇所は、250m メッシュに 15 分以上滞在した箇所数を集計
　　　4　分析期間は、開通前：H26.7.18～9.30　開通後：H27.7.18～9.30 の休日
　　　5　来訪者数は観光が主目的と考えられる休日を対象に集計した結果
資料）（株）ゼンリンデータコム「混雑統計Ⓡ注40」より国土交通省作成



65国土交通白書　2016

第1節　ストック効果最大化を目指して　　　　　

第
2
章
　
　
生
産
性
革
命
を
も
た
ら
す
戦
略
的
な
イ
ン
フ
ラ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

Ⅰ

図表 2-1-42 中国横断自動車道（尾道松江線）開通による影響のアンケート

▼尾道松江線開通による事業活動への影響

〈事業所アンケート〉 〈道路利用者アンケート〉

▼旅行に出かける頻度への影響

機会が増えた 機会が増えていない わからない
無回答

（回答数）三次東JCT・IC ～吉田掛合IC開通

約5ポイント増約5ポイント増 吉舎IC ～三次東JCT・IC開通

移動コストを削減できた

削減できた
32.0％

約3割の事業所が
移動コストを削減

開通により、今まで以上に、旅行に出かける機会が増えたと思う

0.0

H25 55.8 15.8 13.9 14.5 （1,040）

60.5 17.1 15.0 （940）H26

20.0 40.0 60.0 80.0 100.0（％）

回答数＝100
（製造業、運輸業、卸売業・利用経験有）

削減でき
ていない
24.0％

分からない
29.0％

無回答
15.0％

約6割が旅行頻度が増加（H26）

7.3

製造業10事業所
運輸業16事業所
卸売業 6 事業所

資料）国土交通省

Columnインフラ整備の「波及効果」と海外における
Wider Impacts の把握

コラム
インフラ整備を行うことで多様なストック効果が発生することを、ここまで述べてきました。

そうしたストック効果のうち、例えば、交通インフラの整備は、所要時間の短縮といった直接

的な効果（交通市場内効果）のほか、生産の拡大や工場の立地といった交通市場の外で起こる

波及効果を派生させてもたらします。

現在、日本で行われている費用便益分析は、こうした波及効果等は、市場が「完全競争」の

場合であれば全て相殺され、交通市場における直接的な効果で計測されるという前提の下、直

接効果の計測のみを行っています。

一方、実際には、経済活動が地理的に散らばっているよりは、一定のところに集まっていた

方が活動の効率が増すなどの「集積の効果」と呼ばれる効果があることが知られています。交

通インフラの整備は、地理的に隔てられた拠点を結ぶことにより、企業間のコミュニケーショ

ンや交流をしやくすし、集積の経済を発生させていると言えます注。

また、現実経済における市場は、地理的に一定程度隔てられているため、完全な競争は必ず

しも働いていないと言えます。例えば、競争の激しい都会の近接したガソリンスタンド同士は、

互いに競争的な価格付けを行っているのに対し、競合相手の少ない過疎地域のガソリンスタン

ドでは高いガソリン価格になっている場合があります。

こうした、外部的な集積の経済や、地理的な競争の不完全性などが注目され、インフラ整備

効果の経済分析の際に、従来の費用便益分析のほかに、「より幅広い効果（Wider (Economic) 

Impacts）」と呼ばれる効果を分析する取組みが、ここ 10 年ほどの間で、英国、ニュージーラン

ド、スウェーデン等の各国政府に拡がっています。

具体的には、英国では、①集積効果、②不完全競争市場における生産活動の変化、③労働市

注	 �例えば、Bernard, Moxnes, Saito (2014)では、九州新幹線の整備による九州地方他の生産ネットワークの変化を分
析し、モノを運ばずに旅客のみを輸送するネットワーク整備であっても、企業の売り上げに重要な効果を挙げて
いるとした。
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	3	 ストック効果最大化に向けた国土交通行政の取組み

社会資本のストック効果の最大化を図ることを
基本理念とする第4次社会資本整備重点計画が
2015年9月18日に閣議決定された。国土交通省
では、この計画を踏まえ、厳しい財政制約の下、

「賢く投資・賢く使う」インフラマネジメント戦
略へ転換し、ストック効果の高い事業への選択と
集中の徹底と、既存施設を知恵と工夫により最大
限活用する取組みを進めることとしている。ま
た、計画のフォローアップの一環として、社会資
本整備審議会・交通政策審議会交通体系分科会計
画部会の下に、専門小委員会を設置し、ストック
効果を最大化する取組み及びストック効果を見え
る化する取組みの検討を行うこととしており、
2016年秋頃に報告をとりまとめる予定である。

また、国土交通省では、インフラのストック効
果を高める工夫に取り組んでいるところ、その一
環として、国土交通大臣と日本経済団体連合会と
の懇談会を実施するなど、官民対話の強化に取り
組んでいる。加えて、様々な分野でのストック効
果を高める取組みを普及するために、インフラの
ストック効果を都道府県ごとにまとめた事例集（図表2-1-44）や、「賢く使う」取組み及び集約・再
編の全国の先進事例集を作成し、公表するとともに、これらを紹介するパネル展を本省及び地方整備
局で実施している。この他、関東地方整備局では、これまで実施した事後評価の記録や資料等を整
理・保存（アーカイブ化）し、将来の事業展開等のために情報を共有するとともに、プロジェクトが
完成するまでの取組みを一般の方向けに分かりやすく解説・紹介することを目的として、「関東イン

図表 2-1-44 ストック効果収集事例

4

道路や港湾、堤防といったインフラの蓄積は

アクセス性の向上や物流コストの低減、水害の防止など

経済活動の効率性を高め、投資リスクを低減します

その結果

生産力を拡大させ、工場の立地・雇用の増加など

くらしや地域経済に長期にわたって効果をもたらします

このように様々な形で
私たちのくらしと経済を支えるインフラを

ご紹介します

くらしと経済を
支えるインフラ

－インフラのストック効果－－インフラのストック効果－

資料）国土交通省

場への影響による税収効果を便

益に加えた分析が行われていま

す（図表 2-1-43）。

この Wider Impacts の計測を

もってしても、安全安心の向上、

消費多様性の拡大等、インフラ

のストック効果の全てが捉えら

れているわけではありませんが、

海外でのこうした取組みを踏ま

えると、必ずしも既存の費用便益分析の数値のみに頼るのではなく、交通の変化に伴う多様な

効果を事前・事後で捕捉していく姿勢が求められていると言えます。

図表 2-1-43　英国クロスレールの便益・費用（億ポンド）
政府にとっての純費用 89.6

総費用 139.02
－純鉄道収入 －61.49
＋間接税減収 12.07

従来型の利用者便益 160.93
レジャー／通勤交通 112.29
ビジネス交通 48.64

幅広い便益（Wider Impacts） 71.61
集積便益（企業等の集積に伴う知識・技術の増幅効果等） 30.94

不完全競争（不完全競争市場では、移動費用低下の効果が大きく生じる） 4.86
労働者の移動（移動費用低下に伴う税収増） 32.32
労働力率の増加（労働力の増大効果） 3.49

資料）‌�Crossrail Ltd.,（2005）「Economic Appraisal of Crossrail 2005」より国土交通省作成
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フラプロジェクト・アーカイブス」を作成している注44（図表2-1-45）。
また、地域の活性化とともにインフラを身近に感じてもうらうため、インフラツーリズムの推進を

行っている注45。インフラツーリズムでは、橋やダム等のインフラを観光資源として活用し、利用者や
観光客にインフラを楽しんでもらいながら、そのストック効果をわかりやすく解説することで、理解
を深めてもらうことができる（図表2-1-46）。

このように、分かりやすい形でユーザーに情報提供・共有（「見せる化」）することで、インフラ
ユーザーがよりストック効果を実感しやすくなると考えられる。

図表 2-1-45 関東インフラプロジェクト・アーカイブス

（掲載例）「人と自然、都市と地域の交流・共存」するダム
　　　　　　～宮ヶ瀬ダム建設事業の概要～

○プロジェクトの効果（その他の効果）
　・地域振興への寄与
　  （地域との協働による様々なイベント開催、観光放流など
　  ダムの役割・機能等に関する利用者へのアピール等）

宮ヶ瀬ダム建設前

便益（百万円 / 年）

（約 2 割増）

2,588

3,224

－ 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

効果：636百万円

観光放流 クリスマスツリー点灯 宮ヶ瀬湖交流文化祭

図 12　宮ヶ瀬ダム周辺整備の経済効果（トラベルコスト法（TCM）による推定）

図 10　宮ヶ瀬湖周辺の主なイベント等

宮ヶ瀬ダム建設後

※宮ヶ瀬ダムの 2003 年の
利用者数約 135 万人と、
ダム建設前の津久井町、
愛 川 町、清 川 村 の 年 間
観光客数約 78 万人を基
に、景 気 動 向 等 の 要 因
を 調 整 後、利 用 者 の 居
住地からの交通費をも
とに便益を試算。

資料）国土交通省

図表 2-1-46 ダムの見学ツアー（湯西川ダムと川治ダム）

＜湯西川ダム　堤体内＞（栃木県） ＜川治ダム　キャットウォーク＞（栃木県）

資料）国土交通省

注44	 http://www.ktr.mlit.go.jp/shihon/index00000018.html
注45	国土交通省では、2016年1月に全国のインフラツアーを紹介するポータルサイトを開設した。
	 （http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/infratourism/index.html）




